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令 和 ２ 年 ８ 月 ４ 日 

日本原子力研究開発機構 

令和２年度核燃料サイクル工学研究所原子力防災訓練（総合訓練）について 

１．訓練目的 

原災法対象の複数施設でＥＡＬ事象が発生した際の原子力防災組織の機能の有

効性を確認するとともに、国、自治体等への通報連絡が迅速に行われることを確認

する。また、前年度から改善を図った事項の有効性を確認する。 

２．日時 

〇令和２年９月８日（火）１３：１０～１６：３０（予定） 

３．実施場所 

〇核燃料サイクル工学研究所（以下「核サ研」という。） 

〇機構本部（原子力施設事態即応センター） 

４．訓練想定 

（１）事象発生時間帯

〇平日勤務時間帯を想定（訓練時間は当日実時間で進行）

（２）訓練対象施設

〇プルトニウム燃料技術開発センター（以下「Ｐｕセンター」という。）

プルトニウム燃料第三開発室（以下「Ｐｕ３」という。） 

〇再処理廃止措置技術開発センター（以下「再処理センター」という。） 

ガラス固化技術開発施設（以下「ＴＶＦ」という。） 

（３）事象想定

警戒事態に該当する地震の発生を起点として、施設が稼働中であるＰｕ３及

びＴＶＦにおいて起因事象が発生し、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態に進

展する原子力災害を想定する。

５．訓練項目（案） 

（１）現地対策本部における訓練

①要員招集訓練

②現地対策本部内における情報共有訓練

③現地対策本部と機構対策本部との情報共有訓練

④通報訓練
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⑤応急措置訓練

⑥環境モニタリング訓練

⑦避難訓練

⑧救護訓練

⑨広報対応訓練

（２）機構対策本部における訓練

①機構内及びＥＲＣとの情報共有訓練

②原子力事業所災害対策支援拠点及び原子力緊急事態支援組織との連携訓練

６．訓練型式 

〇シナリオ非提示型 

７．訓練の進行 

〇コントローラからの条件付与 

８．主な検証項目 

  中期計画及び前年度から改善を図った事項を踏まえ、以下の検証項目を設定する。 

＜現地対策本部＞ 

①「事象進展対策シート」、「発生事象状況確認シート」等の視覚情報を用い機

構内外に正確な情報提供ができること。（前年度訓練において、「発生事象状

況確認シート」と「通報文」に記載した中性子線用エリアモニタの指示値上昇

の確認時刻に不整合が生じた。本年度は、本課題に対する改善策が有効に機能

することを確認する。）

②発災施設のうちの２箇所の現場指揮所において、通信設備が一時的に使用不能

となった場合は、代替手段を活用した情報共有ができること。

③現地対策本部は、再処理施設及び使用施設において発生する複数のＥＡＬ事象

に対して、前年度の課題の対策を踏まえ、２箇所の現場指揮所からの情報収集、

関係箇所への通報連絡、応急措置の指示ができること。

④使用施設の現場指揮所の設置から一定時間まで主要人物が不在となった場合

においても、関係箇所への情報発信ができること。

＜機構対策本部＞ 

①ＥＲＣに対して発話ポイントを意識した情報共有ができていること。
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緊急時対策所

核サ研

現地対策本部

再処理センター

現場指揮所

Ｐｕセンター

現場指揮所

指示

報告・情報連絡
指示

報告・情報連絡

原子力規制庁

緊急時対応センター

（ＥＲＣ）

外部関係機関

（一部模擬）

機構対策本部
（原子力施設事態即応センター）

通報連絡、ERCへの派遣要員

原子力緊急事態

支援組織

報告・情報連絡

※

支援要請

支援要請

支援本部
（原子力事業所災害対策支援拠点）

通報連絡、OFC等への派遣要員

※統合原子力防災ネットワークシステムに接続されたTV会議システムによる報告・情報連絡

※

支援

９．実施体制、評価体制 

＜実施体制＞ 

＜評価体制＞ 

○ 前回の訓練で抽出された課題に対する改善策の有効性を評価するためのチェック

シートを作成し活用する。

○ 機構内外から選出された訓練モニタ及び外部機関の有識者により、第三者の視点

から課題の抽出を図る。

○ 訓練参加者による反省会等を通して実施状況を評価する。

以上 



令和２年９月 

令和２年度核燃料サイクル工学研究所原子力防災訓練内容について［1/2］ 

〇現地対策本部における主な訓練 

訓練項目 訓練概要 訓練内容 

要員招集訓練 ○現地対策本部構成員等の招集
訓練を実施

・緊急時における対応体制の確立のため、現地対策本部構成員及び現場指揮所
構成員の招集訓練を行う。

現地対策本部内におけ
る情報共有訓練 

○現地対策本部内で情報共有訓
練を実施

・地震発生後の被災状況及びその対応状況、ＥＡＬ事象の発生状況等につい
て、機構ＴＶ会議システムや書画装置を活用した、現地対策本部内の情報共
有訓練を行う。

・主要人物の不在や通信設備が一時使用不可となった状況を想定した、現地対
策本部内の情報共有訓練を行う。

現地対策本部と機構対
策本部との情報共有訓
練 

○現地対策本部と機構対策本部
で情報共有訓練を実施

・地震発生後の被災状況及びその対応状況、ＥＡＬ事象の発生状況等につい
て、機構ＴＶ会議システムや書画装置等を活用した、機構対策本部との情報
共有訓練を行う。

通報訓練 ○核サ研内外関係箇所への通報
連絡を実施

・原子力災害対策特別措置法等に基づき、警戒事象、原災法第１０条事象及び
第１５条事象等発生時の核サ研内外への通報連絡訓練を行う。

応急措置訓練 ○ＥＡＬに係る事象の情報把握
とＥＡＬ該当判断

○ＥＡＬ事象に対する拡大防止
策の立案と機構内情報共有

○情報集約と指示対応

・ＥＡＬに係る事象の発生状況を把握し、ＥＡＬ事象の該当判断を行う。
・ＥＡＬ事象の把握と進展予測を行い、拡大防止策を立案するとともに、機構
内で情報共有する。

・２箇所の現場指揮所から発信される発生事象、事象進展、今後の応急措置等
の情報を集約し、状況に応じた指示を行う。

環境モニタリング訓練 ○環境モニタリング情報の共有
訓練を実施

・環境放射線モニタリングステーション等により、核サ研内の放射線状況及び
気象観測の監視を行い、それらの結果を現地対策本部内で情報共有する訓練
を行う。

避難訓練 ○核サ研内従業員の避難訓練を
実施

・ＥＡＬ事象の発生を想定し、核サ研内従業員の避難訓練を行う。

救護訓練 ○被ばく・負傷者の救護訓練を
実施

・ＥＡＬ事象の発生により被ばく・負傷者を想定し、被ばく・負傷状況の把
握、通報連絡、応急処置等を行い、公設消防（模擬）への引継ぎ及び引渡し
を行う。

広報対応訓練 ○機構ＨＰ掲載（模擬）、プレス
文作成及び模擬記者会見を実
施

・発生事象の内容、応急措置の状況、環境への影響等について、機構対策本部
広報班と連携して機構ＨＰへ掲載（模擬）するとともに、プレス文を作成
し、模擬記者会見を行う。



令和２年９月 

令和２年度核燃料サイクル工学研究所原子力防災訓練内容について［2/2］ 

〇機構対策本部（即応センター）における主な訓練 

訓練項目 訓練概要 訓練内容 

機構内及びＥＲＣとの
情報共有訓練 

○機構内及びＥＲＣとの情報共
有訓練を実施

・地震発生後の被災状況及びその対応状況、ＥＡＬ事象の発生状況等につい
て、機構ＴＶ会議システムや書画装置を活用した機構内の情報共有を行う。

・機構内から入手するプラント情報等について、統合原子力防災ネットワーク
を活用したＥＲＣプラント班との情報共有を行う。

原子力事業所災害対策
支援拠点及び原子力緊
急事態支援組織との連
携訓練 

○支援本部及び原子力緊急事態
支援組織に対して支援要請を
実施

・原子力科学研究所、大洗研究所及び楢葉遠隔技術開発センターへ支援要請を
行う。

以上 
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